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〈論文〉
暴力を抑制する構造的条件||殺人率の計量分析から
〈要旨〉本稿の目的は殺人率の計量分析を遇して、暴力を抑制する構造的条件を明らかにすることである。合理的選択理論にもとづく研究が明らかにしたところでは、戦後日本社会の殺人率は生活水準という経済的要因に規定されているという。しかしながら、これまでの研究では経済的要因と殺人率との関係性に焦点があてられる一方で、非経済的要因と殺人率との関係性についてはほとんど分析されてこなかった。そこで本稿ではアノミ
1論、社会解体論、そして制度的アノミ
l論を
検討することで、殺人率の変動メカニズムに対する新たな説明か』試みた。理論的検討の結果、社会保障制度の拡充によって殺人率は低下するという仮説と貧困および人口移動の増加によって殺人率は上昇す という仮説が提示された。これらの仮説を都道府県別パネルデ
1タによって検証したところ、社会保障制度と殺人
率と 聞には何らかの関係性を見出すことはできなかった。二万、貧困および口移動率は殺人率に対して正の効果を有 る 色が示された。このように、戦後日本社会の殺人率は人口移動という非経済的要因によっても規定されてい のであり、社会解体論によって説明可能なのである。
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l ーー暴力を抑制する構造的条件
暴力の抑制はいかにして可能か
本稿の目的は殺人率の計量分析を通して、暴力の抑制を可能にする構
造的条件を明らかにすることである。タルコット・パ
1
ソンズが明らか
にしたように、暴力の抑制は社会学の中心的課題のひとつである。彼は大著『社会 行為の構造』
(Ea
自己
373
ぷ)において、ホッブズが
指摘した問題、すなわち手段を合理性・効率性という基準 みに基づいて選択する個人は 有限な資源をめぐって必然的に他者と闘争状態 陥るという問題を「秩序問題」として定式化した。ここで重要なのは個人が合理性・効率性という観点からのみ手段を選択 という仮定である。このような人聞が手段 選択するさい 法や道徳 何の関心も払うこがないことは容易に想像できよう。自らの行為の社会的帰結には一切無関心なエゴイストたちが秩序問題の主役なのである。彼らの「闘争」の帰結をパ
1
ソンズは次のように述べる。
何らかの拘束的統制が欠知している場合、
人聞はこの直接的目的
のためにもっとも有効で入手可能な手段を用いるものである。これらの手段とは、分析をおしつめれば、暴力と欺繭に帰着する。それ故、万人は暴力と欺隔の双方あるいは一方を用いて他人を破滅ないし屈服させようと努めるのだから、万人が万人の敵であるというような状況が現出する。この状況こそ、戦争状態に他なら い。
2505
-373
示ニヨ、傍点引用者)
2 
手段選択において無規制状態にあるエゴイストたちが最終的に用いるのは、社会的に最も規制されている手段、すなわち「暴力と欺繭」である。このように捉えれば、秩序問題は暴力と欺隔をいかにして抑制するのかという経験的な聞いを提示したものとして理解することができる。以上のように暴力 研究は秩序問題の経験的考察という社会学的な意義を有しているのである。しかし暴力は多様な現象であり、暴力のどの側面に焦点を てるのか
が問題になる。そこ 本稿で 研究対象を量的側面から把握可能な暴力に限定したい。量的側面から把握可能な代表的な暴力とし 犯罪がある。暴力犯罪率の推移や地域別 暴力犯罪率は官庁統計から算出することができ、したがって計量分析を通して因果関係 明らかにすることが可能 なる。
では暴力犯罪のうち、どの犯罪を研究対象にすべきか。本稿では暗数
の少なさと学術的意義という二つの理由から、殺人とい 対人暴力 着目して、暴力の抑制を可能 する構造的条件を明らかにしていく。第一の理由とじて、殺人に関する統計は他の犯罪指標 比 て暗数
が少なく、そのため統計の精度が高 という点があげ れる(浜井二OO
六二六
1七
Uz--
円-33
温
HMgwss
∞)。暗数が多いと、行政機関
による統計の収集方針 変更や警察による取り締まり方針 変更によって、認知件数 増減する可能性が高くなる。つま 殺人以外 暴力犯罪では値の上昇や下降が暗数の顕在化によるもの のか 真の発生件数
? ?
の変化によるものなのかが判別し難い。した って、日本社会における暴力 発生状況を把握するうえでは 暗数の少ない殺人 指標
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が妥当であろう。第二の理由として、日本の殺人率の推移に
図1 殺人率の推移 (1955年 2005年)
出所.厚生労働省『人口動態統計』
は国際的な注目が集まっていること あげられる。図ーのように、日本社会の殺人率は戦後一貫して低下傾向にある。しか ながら、先進国の平均的な殺人率の推移を描くと、一九六
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凶)。したがって、殺人
? ?
率の変動メカニズムの分析は急務であるといえるだろう。
以上のように、本稿は殺人率の計量分析から暴力の抑制を可能にする
構造的条件を明らかにするも である。概要は以下の通りである。続くE章では、先行研究を検討し、日本社会 殺人率の変動がもっぱら合理ー的選択理論によって説 されてきたことを示す だがその反面、非経済
的要因の検討がおろそかになっていることが明らかになる。そこで
E章
では暴力の非経済的要因に着目するアノミ
l論、社会解体論、制度的ア
ノミ
l論といったマクロ犯罪理論を検討し、仮説を提示する。第
W章で
はこの仮説を都道府県別パネルデ
lタを用いて検証する。最後に、以上
の分析を踏まえて議論し、今後の課題について述べる。
E 
合理的選択理論による説明
では殺人率の変動メカニズムについて、先行研究はどこまで明らかに
? ?
することができている だろうか。戦後日本社会の殺人率を分析した研究の多くは合理的選択理論に依拠したものであり、殺人率は経済的要因によって規定されていることが明らかになっている。
先行研究の展開
戦後日本社会における殺人率の変動メカニズムは合理的選択理論に基づいて分析されてきた
(ESZZ
宮刊明言担
Moouu
松村・竹内一九九
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山
富
mEBB-
唱唱に朴一九九三一九九四)。犯罪の合理的選択理論は犯罪
行為に至る個人の意思決定を利得と損失という単純かつ明確な観点 ら分析する(室町内白昼同
MOCM)
。ごく単純化すれば、個人は犯罪によって被
る損失が利得よりも小さいと判断した場合、犯罪を行うの ある。ただし殺人によって得られる利得を判定するのは困難 ある。それでも利得ではなく損失の大きさに着目したり、あるいは正規の活動に従事したさいの報酬の大きさに注目したりすることによって、このアプロ
1
3 暴力を抑制する構造的条件
チ
は
日
本
社
þ、
:z:; 
の
殺
人
率
を
説
得
的
分
析
し
て
き
た
そのさいに注目されるのが、刑罰コストと社会的コスト、そして経済有的効コ
性ス
にト
よで
つあ
てる
左(
右宮
さお
れ皇
~ ~ 
トJ
つき
ま!':l
りお
死y'
刑弓
判 U
決刑
の罰
増コ
加ス
あト
るは
い刑
は罰
拘の
禁厳
率格
の性
上と
昇、そして検挙率や有罪率の上昇によって、殺人率が低下すると考えられる。けれども刑罰コストは日本の殺人率を分析するうえで説得的ではないようだ。たとえば、松村良之と竹内一雄(松村・竹内一九九
O)
は死刑制度の殺人に対する抑止力を検証したが、統計的に有意な値を一示
? ?
したのは失業率、生活保護率、二
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代男性比率といった変数だった。
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i見したさいに失う社会的鮮の量が多いため、貧しい社会的紳しかもたない個人よりも殺人を犯さないと考えた である。彼が明らかにしたところでは、企業と人々とのあいだ 社会的鮮 強弱を示 労働争議率は殺人率に対して正の効果をもって る。つまり労働争議率の上昇は企業と人々との聞の社会的鮮の弱体化 意味しており、結果として殺人率が上昇するのである。経済的コストとは警察に捕まったことによって被る経済的損失を意味している。この観点からすると、失業者よりも就業者、貧困層よりも富
k 
裕層の方が経済的損失が大きく、そのため相対的に犯罪行為に手を染めにくいと考えられる。マクロな観点からみれば、失業率や貧困率、所得格差が上昇すると殺人率が上昇し、生活水準や就労機会が向上する
4 
殺人率が低下するのである。このような経済的要因は殺人率を計量分析したすべての文献で統計的な有意性が確認されている。 に正の効果をもつのは、失業(松村・竹内一九九
O
山宮町
EBB-
喧唱乙、貧困
(松村・竹内一九九
O)
、所得格差(目
ES
白血回目加担当白
MCC
凶一朴一九九三
の三つの変数である。これに対して負の効果をもつの
一九九四)
は、生活水準(呂町
EBB-
唱ヨ一朴一九九三一九九四)と就労機会(朴
一九九三ー一九九四)である。さらに合理的選択理論に基づいてはいないが、アキ・ロパ
l
ツとゲ
リ
1
・ラフリ
!(mog-
由自
ιEFgNccS
は失業率が殺人率に対して
正の効果をもつことを明らかにした。彼らは都道府県別パネルデ
l
タを
用いて分析をおこなっており、方法論的にもっとも優れたものであるといえよう。ロパ
l
ツとラフリーは失業率が、どのようなメカニズムで殺人
率に影響するのかを論じたわけではないが、経済的変数 殺人率との関係はここでも実証されたことになる。
このようにすべての研究で、何らかの経済 変数が殺人率に対して効
? ?
果を有していた とが示されている。生活水準や就労機会 向上は率を低下させ、失業・貧困・所得格差の悪化は殺人率を上昇させるのである。非経済的変数については朴(一九九三一九 四)において労働争議率が正の効果を有しているのみであった。
2 
合理的選択理論の検証
以上のように殺人率は経済的変数と強い関連があることが示され、理
論的には合理的選択理論から説明されると う 明らかになった。
一般に激情的な犯罪と理解されるミとの多い殺人であるが、合理的選択理論の枠組みからも理解することが可能であることが示され興味深い。とはいえ、合理的選択理論の基本的な仮説は正しいのだろうか。合理
的選択理論、か正しければ、経済的・社会的コストの小さい層は大きい層よりも殺人率が高いはずである。
図
2に示したように、どの年次においても、失業者・無職者の殺人率ー←失業者・無職者→ー就業者
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失業者・無業者と就業者の殺人率の推移
出所・総務省『労働力調査』
警察庁『犯罪統計書』
は就業者の殺人率よりも高い。もちろん前者のほうが後者よりも経済的コスト 小さいだろう。また企業との紳は失業者・無職者より就業者のほ が強いと考えられるため、前者のほうが後者よりも社会的コスト 小さいと考えられる。したがって合理的選択理論は支持されているといえよ
また時系列的にみると、就業者の殺人率が低下しているのは社会全体
'つ。
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の生活水準の向上による経済的コストの上昇という観点から理解でき
0.0 
る。失業者・無職者の殺人率も年々低下しているが、これについても生
活水準の向上という観点から理解できるだろう。ただし、労働争議率は就業者の殺人率につ てはよく説明してい といえるが、失業者・無職者の殺人率 推移を説得的に説明しているとはいえない 失業者・無職者の殺人率の推移が、企業 労働者との紳の強さの推移に影響を受けているとは考えられないからである。このように合理的選択理論に基づく議論からは、殺人率は生活水準という要因によって首尾一貫した説明が可能であることが示された。生活
水準の向上により、殺人が露見 逮捕された き 被る経済的コストが上昇したため、人々は殺人を犯すことが少なくなったのである。生活水準という要因が重 なの 就業者の殺人率と失業者・無職 の殺人率の変化の双方を説明するからである。
一方、殺人率との関係性が実証さ
れた唯一の非経済的変数である労働争議率は、首尾一貫した 明が不可能だということが示された。
3 
合理的選択理論を超えて
とはいえ、合理的選択理論によって殺人率の変動メカニズムのすべて
が明らかにされたと考える は早計だろう。先行研究 多くが合理的選択理論に依拠してい ためであろうか、非経済的変数を考慮していない研究が多いのである。たしかに、朴(一九九三一九九四)やロパ
l
ツ
とラフリ
l(
列島町立白血昆
E
胃
8M
きるにおいては、労働争議率や離婚率、
都市化率などの非経済的変数が投入されて た。しかしわずか二つの論文の分析結果をもって殺人率に対しては非経済的な 数 効果 も ない・とするわけにはいかないだろう。
5 一一暴力を抑制する構造的条件
そこで以下では代表的なマクロ犯罪理論であり、犯罪の非経済的要因に注目するアノミ
1論と社会解体論、さらに制度的アノミ
l論を検討す
ることによって、殺人率の変動メカニズムを新たな視点から検討することにしたい。?
マクロ犯罪理論の検討
犯罪理論にはミクロ理論とマクロ理論がある(冨
28RSι
問。田町田宮島
MOO
叶一主ふ】)。ミクロ理論は個々人が犯罪行為をなす原因を明らかにす
るものであり、
マクロ理論は集合体レベルでの犯罪率の差異や時系列的
変化の原因を明らかにするものであ 。本稿は日本社会の殺人率の変動要因を分析するものであり、
マクロ犯罪理論に依拠して議論を進めてい
く。代表的なマクロ犯罪理論としてはアノミ
1
論と社会解体論がある(宝
月二
OO
四
u呂町田富田町富島問
08
ロ砂
EMood
。またアノミ
l論と社会解体
論を接合した理論として制度的アノミ
1論があり、これもまた主要なマ
クロ犯罪理論に数えられている
RE--82
巴-mpMge
。そこで以下で
はアノミ
1
論、社会解体論、制度的アノミ
l
論を検討し、仮説を提示し
よ切っ。
アノミ
l
論
マ
1
トンのアノミ
l
論によれば、社会的不平等の存在が犯罪の原因で
ある(宮町民
83
ヨ)。その骨子は、アメリカ社会の文化的目標(経済的
成功)と社会構造(階層システム)との聞の緊張関係が犯罪を導くとい
6 
うものである。この緊張状態は人々の間で成功目標を達成するための機会が不平等に分配されているために発生する。人々は経済的成功を達成するために懸命に努力するのだが、それを達成するために必要な機会が不平等に分配されているために、多くの人はその目標を達成する
ζとができない。マ
1
トンによれば、「アメリカ社
会における開放的階級のイデオロギー(岳
gE
己曲目ム色
gzm
もにもかかわ
らず、成功目標の達成は、学歴と経済的資源 乏しい人々にとって至難の業である」(冨
E83
ヨ斗合
'Tsar-
凶凶)。
このようにマ
1
トンのみたアメリカ社会は、文化の側面においては、
万人に機会の平等を約束しており、努力すれば誰しもが成功す 社会であると喧伝している。その一方で、特に下層階級 人々に対し は経済的成功の実現を阻むような社会構造を持ち合わせているのである。この矛盾した立場におかれた人々は 文化的命令とそれを阻む構造的障害とのあいだで板ばさみになる。人々は経済的成功を熱望しており、
一度上
昇したアスピレ
1
シヨンを簡単なことでは切り下げることはできない。
人々は自らの境遇に苛 ち、強い緊張状態を感じるようになる。
このような心理的葛藤によって「アノミ
l
へと向かう緊張」(白
gs
件。者向
ιgoEO)
が形成される(冨
2833L3H32
・E
凶)。
マ
1
トン
によれば人々は文化的目標だけ なく、文化的目標を達成する手段選択に関する規範(制度的規範)も内面化している。しかしアメリカ社会は制度的規範の遵守よりも の達成により高い価値を与えるである。強い緊張状態に晒された人々に対して制度的規範 遵守させような何らかのサンクシヨンをアメリカ社会は持ち合わせて い そ
こで人々は制度的規範を無視し技術的規範に従うようになり、目的を達成するのにもっとも効率的な手段を選択するようになる。このように制度的規範が技術的規範に取って代われた状態こそがマ
1
トンのいうアノ
ミーである(玄
2833L
泣
H32
一口と。アノミ
l
状態に陥った個人
は制度的規範に従うことなく自らの欲求 充足する。その手段 犯罪に含まれていることもあ だろう。かくして社会的不平等は高い犯罪率へと帰結するのである。
社会的不平等が犯罪をもたらすのだとすれば、その緩和こそが犯罪率
を低下させる鍵である。
マ
1
トンが着目したのは社会保障制度である
(冨
2333LS'TSEL1E
∞)。
一九三
0
年代のアメリカ社会では非
行少年のうち、その多くをイタリアからの移民の子供たちが占め いた。言葉の壁や偏見・差別によって合法的な手段を用いた地位達成の道は閉ざされていたためである。しかし一九五
0
年代に入ると状況は改善され
る。その原因は「『社会保障』 制度と多少とも官僚的に施行された奨学金制度の発達」(玄
2233LZH32
一コ∞)である。
つまり、社会
保障政策によって合法的機会を整備することこそが逸脱行動を抑制する鍵なのである。
このように、
マ
1
トンの議論は「社会的不平等↓心理的緊張↓暴力」
あるいは「社会保障制度の拡充↓心理的緊張の緩和↓暴力の減少」 いう説明図式をとるものであるといえよう。
2 
社会解体論
社会解体論の基本的立場は、
コミュニティの凝集性が弱体化し、人々
の行為に対するコミュニティの統制(インフォーマル・コントロール)が弛緩または崩壊することによって逸脱行動が発生するというものである。したがって、社会的凝集性やインフォーマル・コントロールの弱体化をもたらす構造的要因を探求するのが社会解体論の課題ということになろう。社会解体論の基本的な枠組みはロパ
l
ト・パークやア
l
ネスト・パー
ジエスなどのシカゴ学派の社会学者によって用意された。パーク 司貸付3-aH3
叶∞)によれば、都市化の進展は教会・学校・家族などの第一次
的集団の凝集性を弱体 させる。第一次 集団は成員の行動を規制するという機能を有しているが、それが弱体化することにより人々 行動は無規制的になる。結果として、大都市は小都市や農村に比べて相対的に犯罪率が高くなるのである。またパ
lジェス(回員沼田国苫民ムヨ∞)は通信・
交通手段の発達や人口の移動性の高さに の問題点をみた。通信や交通手段の発達や移動性の上昇によって個人が経験する社会関係の量飛躍的に増加し、伝統的・農村的な社会関係はその拘束力を失う。結果として大都市は犯罪・少年非行・そ 他の逸脱行動 温床とな であ
るこれらの研究に基づき、より洗練した議論を展開したのがクリフォ
l
(立)
ド・ショウとへンリ
1
・マッケイである(回
E
項目昆宮町内
33S)
。彼ら
はシカゴ学派の同心円地帯モデルに基づきコミュニティ閣 非行発生率の比較研究および年代別変化を検討した。そ 結果、彼らは
(1)
非行
発生率の高い地域では公的扶助受給率が高く、持ち家比率が低い どと
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いった傾向がみられること、
(2)
非行発生率の高い地域では人口の増
加率あるいは減少率、か高い傾向、すなわち人口の流動性が高い傾向がみられること、
(3)
非行発生率の高い地域では人口に占める黒人や外国
人、および外国生まれのアメリカ人の割合が高いという傾向がみられること、という三つの知見を得た。以上のように、非行の原因として貧困、人口移動、民族的多様性とい
う三つの要素が指摘されたが、こ ら 直接的に非行を生み出すわけではない点には注意したい(宝月二
OO
四一八八山内
OBEER-3
∞一訟)。
これらの要因はコミュニティの凝集性を低下させ、成員に対する統制(インフォーマル・コントロール)を弱体化させる。その結果として逸脱・暴力が発生する である。このように社会解体論は「構造的要因↓コミユニティの凝集性/インフォーマル・コントロール 弱体化↓そのコミユニティの逸脱の増加」という説明図式をとるも であるといえよう
3 
制度的アノミ
l
論
社会解体論とマ
1
トンのアノミ
1
論を接合したのが、
スティ
1
ヴン・
F
・メスナ!とリチャ!ド・ロ
1ゼンフエルドによる「制度的アノミ
l論」
(宮田吾固ま
E-s
。EZFgq)
である(宮町田印ロ白円白
EmggEι33wM003
。
彼らは暴力や犯罪はインフォーマル・コントロールの弛緩・弱体化によって発生するという社会解体論の基本的立場を支持して る。また犯罪に及ぼす文化的要因(アノミ
1)
の重要性を認める点にマ
1
トンの影
響が色濃く現われてい 。このように制度的アノミ
1論は暴力の原因と
して文化的要因と構造的要因の双方を認めるも であるが、以下で よ
8 
(臼)
り重要だと思われる構造的側面に着目して議論を進めよう。
メスナ!とロ
1
ゼンフェルドは社会構造を「制度聞の力関係」
(宮由民
gEos-gg
出80
片言耳切円)という観点から捉えようとする。制度聞
の力関係が均衡状態にあれば社会秩序は保たれるが、どれか一つの制度が優越するようになると、制度のもつ成員の統制機能と成員の保護機能が失われ、犯罪や暴力が発生するようになる。現代アメリカ社会においては、経済制度が家族・教育・政治の各制度に対して優越している。つまり市場原理が経済的領域を越えて、社会の
各領域を蝕んでいるのであ 。ここで家族制度と経済制度の関係を育児と労働を例に 考えてみよう 制度的アノミ
l論の考えでは、家族制
度が経済制度よりも強い社会では、育児と労働が両立できるような環境を社会 整えているという。反対に 経済 が強い社会は社会保障制度が貧弱であるために、人々は育児の時聞を削り、 に勤しむことになる。子育てをす 子供との時聞を犠牲にして働くと ういびつな環境が生まれるのである。その結果、子供 社会化は不十分 もの
? ?
留まり、逸脱行動が頻発 るようになる。
では制度間の力関係はどのように測定されるのか。もちろん直接的
な指標は存在しない。そこで彼らはエスピンアンデルセン宙号宙開・〉Egg-
唱唱
OHMS-)
の「脱商品化指数」という指標で制度聞の力関係
を測定しようとする。脱商品化指数とは社会保障 水準 指標であり、「個人あるいは家族が市場参加の有無にかかわらず社会的に認められた一定水準の生活を維持できること どれだけ き か、というそ程度」(肘省吉開
EEιmag-
唱唱。
MMoo-
一主)を意味し、年金と疾病・失業給
付をもとに算出されている。
つまりこの指数が高いほど、制度聞の力関係は均衡がとれており、そ
のため各制度は社会の成員に適切な統制を課すことができ、したがって、犯罪率も低いと考えられる。彼らの優れた点は、じっさいにこの仮説を実証した点にある。彼らは四五カ国を対象に分析を行い、経済的不平等の効果を統制してもなお、脱商品化指数が高い国は殺人率も低いということを明らかにした(玄
ggRg
也知
ggEι33)
。
このように制度的アノミ
l論の説明図式は「社会保障制度の拡充↓イ
ンフォーマル・コントロールの強化↓暴力の減少」というものである。
4 
仮説の提示
マ
1
トンのアノミ
1
論およびメスナ!とロ
1ゼンフェルドの制度的ア
ノミ
1論は社会保障制度に着目する。ただし注意しなければならないの
は、社会保障制度が殺人率に与えるメカニズムが両者で異なっている点である。マ
lトンにおいては、社会保障制度は人々の心理的緊張を緩和
することで殺人を抑止している。
一方でメスナ!とロ
lゼンフェルドに
おいては、社会保障制度は 閣の力関係を均衡させ、諸制度 つ成員の統制機能を強化することによって、殺人を抑止しているのである。
ふたたび図
2
に戻ろう。マ
l
トンのアノミ!論は失業者・無職者の殺
人率の推移はよく説明するが 就業者の殺人率 推移 関しては説明する術をもたないように思われる。なぜなら社会保障制度の拡充によっ 、生活水準が向上する失業者・無職者 心理的緊張が緩和されると考 られるが、直接的に恩恵を受けない就業 の の には繋がら
ないと考えられるからである。
これに対して、制度的アノミ
1論によれば、社会保障制度はインフォ
l
マル・コントロールの水準に影響を与える。インフォーマル・コントロ
1
ルは社会の全成員に影響を与えると考えられるため、制度的アノミ
1論
は失業者・無職者の殺人率および就業者の殺人率の推移の双方をよりよく説明する。次の仮説
l
は制度的アノミ
l論にもとのついたものである。
仮説
l
社会保障制度の拡充によって、殺人率は低下する。
また社会解体論もインフォーマル・コントロールに着目する。就業者の殺人率と同様に失業者・無職者の殺人率が低下していたのは、
コミ『ユ
ニティのインフォーマル・コントロールの向上にその原因があるのではないだろうか。そしてインフォーマル・コントロールに影響を与え 要因として、貧困、 口移動率、民族的多様性の三つが挙げられていた。このうち日本社会は他の社会とくらべて民族的多様性が乏しいと考えられるため、検討からは除外しよう。したがって社会解体論からは貧困と人口移動についての仮説を提示する。貧困の増加と人口移動率 上昇はコミュニティのインフォーマル・コントロールを弱体化させ、殺人率を上昇させるのである。それぞれ仮説
2
と
3
とする。
仮説
2
貧困の増加によって、殺人率は上昇する。
仮説
3
人口移動率の上昇によって、殺人率は上昇する。
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N 
殺人率の計量分析
以上の仮説を計量分析によって検証する。まず分析の方法と使用する
データについて説明する。次に分析の結果を記述していく。
データと方法
本稿では都道府県別パネルデータを用いた重回帰分析をおこなう。パネルデ
l
タとは複数のサンプルを複数の時点で観測したデ
1
タのことを
指す。したがって、都道府県別パネルデータとは各都道府県を複数の時点で観測した
1
タのことである。
パネルデータを用いる利点としてはいくつかあるが、何より 要なの
は観測不可能な個体聞の異質性を除去できることにあるだろう(伴ほか二
OO
六山松浦・マッケンジ
l
二OO
九山田
snrg
円一君事
SNCS)
。パ
ネルデ
1タを利用すれば、観測不可能な都道府県ごとの異質性をコント
ロールしたり、あるいは観測年ごとの異質性をコントロールしたり、またはその両者をコントロールすることが可能になり、これによって分析の精度をあげることができ 。たとえば、ある都道府県は別の都道府県よりも暴力に対す 許容度が大き かもしれないし、あるい 全国レベルでみたときに日本社会は年々アノミ
l
の水準が高まっているかもしれ
ない。このような要因は殺人率に影響を与える 考えられ ため、何らかの形でコントロールすることが望ましい。
このようにパネルデ
l
タを用いると都道府県ごとの異質性および各時
点の異質性をコントロールした結果、か得られる。前者は個体効果(自民受
10 
白色〈広
E-opnC
と呼ばれ、後者は時点効果
(HEm-
官民主仰向。三)と呼ば
れる。これらの効果が独立変数と相闘がある場合に使用する手法を固定効果
(ra
畠
-mnC
モデルといい、相聞がない場合に使用する手法を
変量効果
(g
ロ号
B
四時
8H)
モデルという。固定効果モデルでは、個体・
時点効果は青森県では
l、そうでなければ
0
をとるようなダミ
1変数
で表現される。ダミ
l
変数を用いることによって固定効果を統制しょ
うとする方法はダミ
l変数最小二乗法
(EUS
と呼ばれる。
一方、変
量効果モデルでは一般化最小二乗法を用いて推定される(浅野・中村二OO
九山伴ほか二
OO
六)。
個体・時点効果と独立変数との相関の有無を確認するためには、
ノ、、
ウスマン検定が用いられ (浅野・中村二
OO
九一二六六
l七山伴ほか
二OO
六二七一
ハウスマン検定では「説明変数と個体・時点
一一、-〆
。
効果に相聞なし」を帰無仮説 し、固定 モデルから得られる推定量と変量効果モデルから得られる推定量との差を検定する。分析期聞は一九六
O
年から二
OO
五年である。返還前の沖縄県のデ
1
タは存在しないので、分析 沖縄県は除外 。また国勢調査に依拠したデ
l
タを用いるため、じっさいに用いるデ
l
タは一九六
O
年から
二OO
五年までの五年間隔のデータである。したがって、サンプル数は
四六
O
である。
変数の概要を述べる。殺人率は「人口一
O
万人に占める故意による暴
力による死者数」として操作的に定義し、出所は厚生労働省『人口動態統計』(各年版)である。先行研究では資料源として警察庁『犯罪統計書』を選択し、殺人率は「人口一
O
万人あたりの認知件数」として操作
記述統計表 1
警察力年齢構成失業人口移動貧困社会保障殺人率
90.5 14.2 8.6 13.0 58.9 3.7 3.5 最大値
16.0 4.3 0.3 2.4 1.4 0.4 0.1 最小値
56.8 6.9 2.8 5.0 11.3 1.5 0.9 平均
17.085 1.554 1.668 1.697 7.876 0.671 0.555 標準誤差
460 
準は脱商品化指数によって捉えられてい 化されていた。しかし警察統計の殺人カテゴリーには強盗殺人や傷害致死が含ま
460 
れていない点、また殺人予備や自殺智助といった直接には暴力と関係のない犯罪類型が含まれている が問題である。さ
460 
らに国際比較に用 られるの 、警察統計ではなく『人口動態統計』の殺人率
460 
ある。以上の点を考慮し、資料、源としは警察統 を
460 
選択した。仮説
1
の社会保障制度の水準は「県民
460 
所得に占める社会保障関連費用(民生費・衛生費・労働費)の割合」(%)として操作的に定義した。出所は総務省
460 
『日本統計年鑑』(各年版)である。メスナーとロ
l
ゼンフェルド(冨四回目白田邑
mO
回目ロ砂】門戸右ヨ)
では社会保障制度の水
観測数
脱商品化指数を算出することは困難であると考え、上述の通り操作化し
た。しかし日本の都道府県別デ
1
タから
た。仮説ーからは、殺人率に対する効果は負であると予測された。
仮説
2
の貧困は「人同一
000
人あたりの被生活保護人員」(生活保
護率)として操作的に定義した。厚生労働省『社会福祉行政業務報告
(福祉行政報告例)』(各年版)がその出所である。もちろん補足率の問題があるため、生活保護率によって把握できる貧困の実態は限定的である(岩田二
OO
七一七
O'
五山武川二
OO
一一一九四ムハ)。しかしな
がら、生活保護率、がもっとも容易に入手可能な貧困に関する長期の時系
相関行列表 2
警察カ年齢構成
法問失
人口移動貧困社会保障殺人率
1.000 殺人率
1.000 .0.182 社会保障
1.000 0.211 0.602 貧困
1.000 0.209 ー0.2800.353 人口移動
1.000 ー0.203ー0.1460.517 ー0.428失業
1.000 ー0.3610.744 -0.017 -0.553 0.319 年齢構成
列デ
l
タであり、先行研究にお
1.000 
れたものであり、特に失業は都 いても用いられてきたことをふまえ、本研究でも貧困の指標して生活保護率を用いることに
ー0.018
した。仮説
2
からは、殺人率に
対する効果は正であると予測さ
ー0.651
れた。
仮説
3
の人口移動率は「都道
0.007 
府県人口に占める移動者の割合」(%)として操作的に定義した。
0.357 
出所は総務省「日本の長期統計系列」および『日本統計年鑑』
-0.073 
(各年版)である。仮説
3
からは、
殺人率に対する効果は正であると予測された。
0.357 
統制変数には失業と年齢構成と警察力の三っそ用いる。これ
警察カ
ら三つの変数は先行研究 みら
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道府県別パネルデ
1タを用いた分析によって殺人率に対して正の効果を
もつことが示されている(同州各自立白血
EEF8Mge
。失業は完全失業率
として操作的に定義した。出所は総務省『国勢調査』(各年版)である。年齢構成は「都道府県人口に占める二
O
代男性の割合」(%)として操
作的に定義 、出所は総務省『国勢調査』(各年版)である。警察力は「一般刑法犯認知件数に占める一般刑法犯検挙件数の割合」(%)として操作的に定義し、警察庁『犯罪統計書』(各年版)がその出所である。先行研究からは、失業および年齢構成は殺 率 対して正 効果を有し、警察力は負の効果を有すると予測された。
2 
分析の結果
(日)
分析の結果は表
3に示したとおりである。まず、
ハウスマン検定の欄
をみると、カイ二乗統計量は四五・
O
七一
(℃八。・。-)となっており、帰
無仮説が棄却され固定効果モデルが採択された。したがって、表には固定効果モデルで推計した結果のみを掲載した。
次に個体効果、時点効果、個体・時点効果の欄をみてみよう。それ
ぞれの効果が本当に存在しているのかどうかは、ダミーなしモデルと固定効果モデルの残差二乗和を比較し、「固定効果なし」を帰無仮説とした
F検定を行うことによって確認することができるハ浅野・中村
二
OO
九一二五九)。検定の結果、帰無仮説「固定効果なし」が棄却さ
れた場合、検定したモデルには固定効果が存在することになる。
F検定
量をみてみる 、それ 帰無仮説が棄却され固定効果モデルが採択されたことがわか 。つまり観測不可能な都道府県固有の と時点固有
分析結果表 3
標準誤差係数
0.006 
0.03 
0.049 
0.036 0.047 年齢構成
0.002 
0.313 
0.659 * 修正済み決定係数
2.719 * 
4.411 * 
4.307 * 個体・時点効果
12 
45.071 * 
**p<O.01; *p<0.05 
0.077 
0.022 安土
0.068 * 
ー0.083
ー0.003
0.537 
個体効果
時点効果
460 
ハウスマン検定
観測l数
.0.071 社会保障
人口移動
業失
警察力
定数項
の効果は存在しているということである。したがって、表には個体効果
貧困
および時点効果をコントロールした結果を掲載した。
では各変数の結果についてみていこう。まず仮説
1
の社会保障につい
てみてみると、その係数は統計的に有意な値を示していない。次に仮説2
の貧困についてみてみると、統計的に有意な正の効果を示している。
同じく仮説
3
の人口移動も統計的に有意な正の効果を示している。した
がって、仮説
2
および
3が実証されたことになる。なお、統制変数であ
ていない。る失業・年齢構成・警察力の三変数はいずれも統計的に有意な値を示し係数をみてみると、貧困が一ポイント上昇すると殺人率は
0
・0
二ポ
イント上昇し、人口移動率が一%上昇す 殺人率
0
・0
七ポイント
上昇することがわかる。殺人 自体が極めて小さな値 ため、これらの
変数の影響がごく僅かであるように思われるかもしれない。しかし反対に考えれば、殺人率を一ポイント変化させるのには非常に大きな力が必要だということである。殺人率の変化の背景には巨大な社会変動が存在したのである。また 両者は単位が異な で係数の大きさを比較でない。そこ 標準化係数を計算してみると、貧困が
0・三二となり人口
移動が
0
・二一となる。したがって貧困の方が殺人率に与える影響が大
きいといえよう。
以上のように、分析の結果、仮説
2
および
3が実証され、貧困と人口
移動は殺人率に対して正の効果をもっていることが示された。人口移動という非経済的変数も殺人率に対して正の効果 もっという結果は先行研究にはみられなかったものである。
V 
経済的な安定性と社会関係の安定性これまでの議論をまとめよう。本稿は殺人率の計量分析を通して、暴
カを抑制する構造的条件を明らかにすることを目的と ていた。先行研究の検討からは、生活水準という要因によって日本社会の殺人率、か規定されていることが示された。しかし先行研究 もっぱら合理的選択理論に基づい 議論 展開しており、非経済的要因と殺人率 の関係性はほとんど分析されてこな った。そこで本稿ではアノミ
l論、社会解体論、
そして制度的アノミ
1論という代表的なマクロ犯罪理論を検討すること
で、殺人率の変動メカニズムに対する新たな説明を試みた。検討の結果、社会保障制度の拡充によっ 殺人率は低下するという仮説 、貧困 増
加および人口移動率の上昇によって殺人率は上昇するという仮説が提示された。これらの仮説を都道府県別パネルデ
l
タによって検証したとこ
ろ、社会保障制度と殺人率と 聞に何らかの関係性を見出 こ はできなかった。
一方、貧困および人口移動率は殺人率に対して正の効果を有
することが示された。
このように、戦後日本社会の殺人率は貧困と人口移動率によって規定
されていたことが明らかになった。貧困の増加や人口移動率の上昇によって殺人率は上昇し、貧困の減少や人口移動 の低下 よって、率は低下するのであ 。 たがって、貧困や高い 口 流動性 苛まれてきた解体地域が減少した によ 日本社会 殺人 は低下したのだと考えられよう。とりわけ重要なのは人口移動である。従来の研究では殺人率は経済的
要因によって規定されているとい 、貧困もその効果を確認されたことがある(松村・竹内一九九
O)
。これに対して、人口移動が殺人率に対
して正の効果を有しているととは本研究によってはじめて一ぶされたのである。
では、暴力を抑制する構造的条件とは何か。理論的に考えれば、直接
的に殺人率に影響を与えるのは社会的凝集性やインフォーマル・コントロールの水準である。これらの水準を左右するのが貧困 口移動という二つの構造的要因であった。経済的に剥奪され 生活、人口 涜動性の高い社会での生活を特徴"つけるのは不安定性である。経済的な窮乏は明日への生活を思い描くゆとりを与えない。流動 の高い社会では安定した社会関係を構築することが難しい 社会解体論 もとづく議論から
13 一一暴力を抑制する構造的条件
は、安定性こそが暴力を抑止する鍵であることが示された。貧困は経済的な不安定性を示し、人口移動は社会関係の不安定性を示す。このように、暴力 経済的な安定性と社会関係の安定性という二つの構造的条件によって抑制されるのである。
ところで、図
3をみてみると、貧困と人口移動の推移がいくらか異なつ
ているのがわかる。貧困(生活保護率)は一九五五年から一九九五年まで減少傾向にあり、それ以降は増加傾向にある。人口移動率は 五
人口移動率(%)
10.0 
8.0 
6.0 
4.0 
-0-ー生活保護率
一ー一人口移動率
25.0 
20.0 
生 15.0
活
保
護 10.0
率
2.0 5.0 
0.0 
2005 
図3 生活保護率と人口移動率の推移(1955年-2005年)
出所:厚生労働省『社会福祉行政業務報告(福祉行政例u
総務省「日:本の長期統計系列」・『日本統計年鑑』
1995 1985 1975 1965 
0.0 
1955 
年から七
0
年代ま
で上昇し、
それ
以降は現在に至るまで低下傾向にあ 。
つまり
一九七
O
年頃まで
は、貧困の減少効果の方が人口移動の上昇効果よりも大きかったため全体としての殺人率が低下したと考えられる。その後、一九九五年頃までは両者とも低下したため、殺人率も
14 
低下したのだろう。そして一九九五年以降は貧困の増加効果を人口移動の低下効果が相殺しているため、殺人率はほとんど変化していないのだと考えられる。
では今後はどうだろうか。かつてロパ
l
ツとラフリーは「このまま日
本経済が低迷し続け、経済的スドレスが上昇し続ける色、歴史的な低水準にある日本の暴力犯罪率にとって好ましくない変化が訪れるだろう」(列。
σazEE
司
8NCC
品一
NOM)
と述べた。しかし推計値によると、殺人
率をわずか
0
・五ポイント上昇させるのに、貧困では二五ポイント、人
口移動では約七・一%の上昇が必要である。貧困が現在の水準から二ポイントも上昇すると、
一九五
0
年代の水準を超えることになる。また
人口移動率は一九五五年から二
OO
五年までの五
O年で約五%しか変化
しておらず、七・ %の変化がどれほど大きいかが分かるだろう。殺人率の低下傾向が反転し、再上昇へと向かう可能性は考えにくい。おそらく今後もほぼ横山はいで推 していくこ になるだろう。以上のように、本稿の分析によって殺人率の変動メカニズムは合理的選択理論に基づかずに説明可能であることが示された。殺人率 変動メカニズムは社会解体論によっても説明可能な である。 だし、こ ことは合理的選択理論による殺人率の分析を否定するものでは いこ に
注意しておく必要があろう。合理的選択理論と社会解体論の* ちらが人率の変動メ をよりよく説明する かは、今後の研究によって明らかにされるだろう。
最後に今後の課題について述べる。まず、国別パネルデ
lタ分析やク
ロスセクションデ
lタの分析を蓄積することによって、合理的選択理論
(凶)
と社会解体論の妥当性を検証していく必要があろう。また、本稿の分析結果は警察統計のデ
l
タによっても検証される必要があるだろう。時系
列的な推移はどちらも似通っているが、双方のデ
1
タを用いて分析をお
こなった研究 まだ存在していない。さらに社会的凝集性やインフォ
1
マル・コントロールのような構造的要因と殺人率とを媒介する要因を測定し分析する必要もあるだろ 。本研究は構造的条件の探求に焦点をあてたが、構造と行為とを媒介する要因を測定することで 暴力 社会的生成メカニズムについてより精織な分析が可能になるお
E53SMOgu
EB
古田gmz--MOOM)
。これらの理論的実証的検討を積み重ねることによっ
て、暴力と社会秩序に関する研究は実 多いものとなるだろう。注(l)ただし秩序問題と ・逸脱研究との 係性については、より理論的 考
察が必要だろう。乙の点については稿を改めて論じたい。なお、秩序問題については盛山和夫(一九九一)や左古輝人(一九九八)の議論が示唆に富んでいる。
(2)
古今の思想家たち 暴力をどのように捉えてきたのかという点については、上野成利(二
OO
六)が詳しい。
(3)
たとえば、警察庁の『犯罪統計書』によれば、
一九九
0
年代中頃から
二OO
二年頃にかけて強盗・傷害・暴行などの暴力犯罪の認知件数の急上
昇が観察できる。しかしながら、これはじっさいに犯罪発生件数が増加したためではなく、警察の取り締まりの厳格化や統計 収集方針の変更に
よって、暗数が顕在化したためではないかと指摘されている(浜井・芹沢二OO
六二二ー三七山河合二
OO
四日三六四七)。
(4)
先進国・途上国を悶わず大半の国々では殺人率が急上昇する時期
(gEa
号
『。。B)が観察されるが、日本はそのような時期を経験していない唯一の国家だという指摘もある
(EP28ιusgNCC
刊誌乙。
(5)
なお、犯罪研究においては、ながらく時系列的研究の必要性 指摘されてきた(〉
BFRSι
。皇国
RS
∞品目
-3a
一∞
E甲山
EP23
甲∞
HMOON-NSE
企い叶∞
)0
(6)
戦後日本社会の 率を計量的に分析した研究のレビューとして 朴(一九九三
a)
と
ZES
口(NCC
臥)がある。本研究もこれらを参考にしたが、
先行研究を批判するさい 力点は異なってい 。 お以下でとりあげる文献のうち、目
52
宇田
Eom
釦唱え
NCC
凶)は二
01
二四歳男性の殺人率の推移を分
析したものである。その他の文献は全体の殺人率の推移を分析したも である。
(7)
唯一、有罪率が殺人率に対して負の効果をもっていることを明らかにしたのは、宮
oEBS(
】ヨ】)であるが、彼の分析結果に対しては方法論的に問題
があるという指摘がなされている。詳しくは朴(一九九コ百二七八)を参照されたい。
(8)
ハ
1
シによれば、社会と個人との閣の紳、すなわち社会的紳が弱くなったり、
失われたりするとき、非行は発生する(呂
as
ニま唱
HS
唱。
.NS
。社会的粋
とは、愛着・コミットメント・巻き込み・規範観念からなる。具体的にいえば、
(1)
他者に対する個人の愛着が大きい場合、
(2)
ある一連の活動
のために投資する時間やエネルギーが大きい場合、
(3)
日常的活動に忙し
い場合、
(4)
社会の規則の従うべきだという信念を強く持っている場合、
15 ー暴力を抑制する構造的条件
人は逸脱行動を起こさないのである。なお朴(一九九三
a)
は明示してい
な
い
が
労
働
争
警
は
入量
と
個
人
と
の
愛
着
を
刀言
す
変
数
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
(9)
朴は所得格差の代理指標として、国民所得に占める社会保障給付費の比率を用いている。これは社会保障給付費が増加すればす ほど、所得分配の水準が平等化すると考えられるためである(朴一九九コ百二九七ー八)。
(叩)これらとは異なった観点から議論を展開するのは、年齢構成と殺人率との
関係に着目した。宵宮司自
ιEH-
向。司会選。)である。しかしながら日本社会
の殺人率と社会の年齢構成との聞に何らかの関連性を見出すことはできなかった。また年齢構成と殺人率 関係性は松村・竹内(一九九
O)
、朴
(一九九三一九九四)、
mS
皇国自
ιEPEG--S
でも分析されているが、
統計的に有意な関係性は見出されていない。
(日)殺人率に対しては検挙率などの抑止変数が効果をもっていないため、殺人
を合理的な意思決定の産物とみなすべきでは と う議論もある(朴一九九四二八四)。ただし現在の対人暴力研究においては、殺人も含めた対人暴力を非合理的な表出的行為ではなく合理的な意図的行為として捉るべきだという議論もある〈巴
gRMCC
甲山司己目。ロ
MCC
唱)。このように、そもそ
も対人暴力を合理的選択の枠組みで捉えることができるのかという点も重要な論点のひとつである。この点については稿を改めて論じ こととする。
(臼)以下の記述については、とりわけ開。
BEER(
目ヨ∞一色目∞)を参考にした。
(日)制度的アノミ
l
論においては、犯罪の原因はアノミ!という文化的要因と
制度聞の力関係という構造的要因の二点に求められる。これらの要因は相互依存しているが、それぞれ別個に行為者に影響を与える 冨
282
自色
16 
mgo
ロ砂
EN--
吐い∞品目斗)。ただし実証研究においては、もっぱら構造的要因の
検証に重きが置かれている(宮田自由自吉川
28PEM--
∞)。これらの点をふ
まえると、制度的アノミ
l論を構造的側面に限定して紹介することも許さ
れるだろう。
(凶)経済制度が優越している社会では学校も社会化の担い手にはなりえない。
なぜなら市場原理の浸透 よって、学校は社会化の担い手としてではなく、単に就職に役立つ知識を供給する場としてみなされるようになるからである(冨
2828
也知
22
砂ENDS-gaH)
。
(日)分析には肘乱。君
ωA主化用いた。
(同)しかし理論的対決だけでなく、統合の可能性も検討する必要があるかもし
れない。近年の犯罪の合理的選択理論は「社会的コスト」 いう概念によって、非経済的要因をも理論に取り込んでいるからである(窓口の同任司
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一
朴一九九三
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The Structural Condition for Violence Prevention: 
Based on Quantitative Analysis on 
Homicide Rate in Postwar Japan 
HIRANO Takanori 
The aim of this study is to examine the structural conditions for violence prevention. The studies based on 
rational choice theory have found that the homicide rate in postwar Japan is determined by the economic factor 
such as living standards. While previous studies have focused on the relationship between economic factors and 
homicide rate, however, they rarely investigate the rebtionship between non-economic factors and homicide 
rate. This study explores factors which affect the change of homicide rate in postwar Japan from a sociological 
perspective, considering three macro-criininological theory: anomie theory, social disorganization theory, and 
institutional anomie theory. By theoretical consideration, I establish three hypotheses: (1) the level of social 
security benefits has negative effect on homicide rate; (2) the level of poverty has positive effect on homicide 
rate; (3) the level of population mobility has positive effect on homicide rate. By analyzing a prefecture-level 
panel data, the following results are found: (1) the level of social security has no significant effect on homicide 
rate; (2) the level of poverty and that of population mobility have significant positive effect on homicide rate. 
Thus, the homicide rate in postwar Japan is determined by the non-economic factor such as population mobility, 
and social disorganization theory can explain the change of homicide rate in postwar Japan as well as rational 
choice theory does. 
Key Words : violence, crime, homicide, population mobility, panel data 
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